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研究内容及び成果の概要

本研究は，地域の小学校が抱えている教育課題を解決するための専門的知見を有している大学・教職大学院

の教員が，教育実践研修センターの機能を活用することによって地域の小学校を効果的に支援することができ

ることを検証すること。また，それによって附属函館小学校と地域の小学校との研究交流事業の際に課題とし

て挙げられていた理論的背景並びに物的環境等に対する課題が改善され，地域の小学校における研修機能が

物・質両面で向上できることの検証を目的とした。

 成果としては，実績として当初予定の市内 2校に加え市内 1校・市外 6校との研究交流を行い，研修回数の

べ 30回，参加人数のべ 587名となった。各校へアンケート調査を行い以下のような結果を得た。

附属函館小学校を研修

                                      の核として，大学・教職

大学院教員・附属小学校

教員・地域公立小学校学

校教員の 3者が，連携協

力しながら，授業開発を

中心とする研修を繰り

返し行うとにより，授業開発の面において，9 割以上の高評価を得た。一方，自校において研修で得た知見を

実際にいかすことは 4割にとどまり，理論的深まりだけでなく，実践可能な研修への取組を今後も追究してい

く必要があることが分かった。本研究では，zoom による研修を取り入れ，100 名以上の参加人数に及ぶ研究

会も開催した。大学・教職大学院教員の専門的知見による支援が，物的機能を向上させ，リモート研修の成功

事例として地域公立小学校へ発信できる成果が得られた。
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